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３月予算議会は、２月２８日から始まります。

１月１７日(水)、２３日(火)に全員協議会が行われました。他にもう１回予定有。

２月　９日（金）　午前１０時　　全員協議会（予算編成状況の説明）
１９日（月）　午前１０時　　全員協議会（３月議会の議案・報告の説明）
　　２０日（火）　午後　５時　　請願の締切
　　２１日（水）　午前１０時　　各派代表者会議、議会運営委員会
　　２２日（木）―２３日（金）　
午前１０時　　予算特別委員会全体会（総ての予算案の説明）
２８日（水）　午前１０時　　本会議開会（施政方針・議案上程、説明）

３月　１日（木）　午前１１時　　議会運営委員会（通告された質問の確認）
３月　６日（火）―　９日（金）　午前１０時  　 本会議（代表質問・議案質疑、
委員会付託、請願上程・補足説明、一般質問）
１２日（月）―１４日（水）
午前１０時　　常任委員会、予算特別委員会分科会(各２日)
　　２２日（木）　午前１０時　　予算特別委員会全体会
２８日（水）　午後　１時  　本会議（委員長報告、討論、採決）閉会
なお、予算特別委員会には予備日も設定されています。

【１月１７日（水）全員協議会の報告】
１、多度地区「小中一貫校」多機能複合化事業の今後のスケジュールについて
①基本構想(目指す多度地区の学校像をまとめたもの)を７月に策定、公表の予定。
②基本計画(具体的な整備方針、施設計画、事業計画をまとめたもの)を来年２月に策定、公表の予定。
２、公共施設マネジメント推進について
①「公共施設等総合管理計画」対象施設の施設状況調査結果報告。
　　「公共施設個別計画を進めるにあたって」の１３項目のルールあり
②対象施設の公表（第１次アクションプランのファーストステップ一覧表）。
　　平成３２年までに２１施設の床面積の削減
③公共施設マネジメント進捗状況（サウンディング型市場調査による）。
　　又木茶屋と市庁舎駐車場について
④駐車場使用料の値上げについて。市民会館、吉之丸コミュニティパーク、市民プール
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
２０２０年４月から「小中一貫教育」全市でスタート
１２月１４日、本会議で満仲議員の｢小中一貫教育｣についての質問に対して、伊藤徳宇市長の答弁は、｢教育委員会では、桑名市の小中学校で、１０年以上にわたって、中学校単位で『小中連携』を実施してきたが、先日の『総合教育会議』では、活動内容が交流で始まりイベントで終わる様な側面が強いとの事でした。２０２０年４月には次期『学習指導要領』が完全実施されます。これを受けて、９年間を見据えた教育課程を編成することができ、日常的に児童生徒が共に活動できる『小中一貫教育』を２０２０年４月から全市的にスタートすると（教育委員会から）聞いており、私も多いに期待している。｣という内容でした。
９月２９日の桑名市教育委員会９月定例会で、｢小中一貫教育の推進について」協議された様です。その時の資料によると、２０２０年（平成３２年）から小学校で新学習指導要領が、２０２１年（平成３３年）から中学校で新学習指導要領が全面実施ことにより、２０２０年（平成３２年）４月から現行施設で施設分離型・隣接型小中一貫教育の実施を目指すというものです。
　現在までの取組状況は、<小中総合連携事業の取組>では、中学校部活体験、音楽芸術の集い、小中教員交流会、中学校体験入学、合同挨拶運動。<小中連携・一貫教育研究推進事業の取組>では、乗り入れ授業、カリキュラムの作成、家庭学習の手引き作成、合同研修会、児童・生徒会活動等が報告されています。
　２０１７年度（平成２９年度）「桑名市小中一貫教育基本方針」（主に教職員向けで、議会にも報告しないようです。）を作成し、これをもとに具体的な取組の推進を行っていくそうです。
　｢学校教育のあり方検討委員会｣の答申（＊）も無視した教育委員会の暴走に怒りの声が起こっています。１２月１８日の教育福祉常任委員会では、近藤教育長は強引にやる姿勢で、全市的な「小中一貫教育」についての住民説明会の開催も否定しています。
（＊）｢学校教育のあり方検討委員会｣の答申
多度で施設一体型小中一貫教育のモデル校を建設し、その後順次旧市内や長島にも中学校単位で開設して行くというもの。児童生徒の不安、保護者・住民への周知（理解）、分散進学の問題、教職員の負担増、教育環境整備の予算など多くの問題があると共に、「小中一貫教育」そのものに対しての効果などが疑問視されています。早急に「小中一貫教育」のメリット・デメリットを知ってもらう必要があります。多度地区では「住民投票」をという声も上がっています。
地域説明会が開催されます。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ市は、地域創造プロジェクト(案)に基づき、平成３０年４月から、総合支所を「地区市民センター」に、地区市民センター及び公民館を「まちづくり拠点施設」に機能転換します。２月９日より１６日にかけて日進・精義・立教・城東・益世・修徳・大成・大和の各公民館で順次行われます。（詳細は市のＨＰで確認を）
【１月２３日（火）全員協議会の報告】
１、桑名駅周辺地区整備構想について協議
①桑名駅周辺地区のまちづくりの方針
　　本物桑名の玄関口　市民生活と観光交流の拠点づくり
②進捗と今後の予定について
　　平成２８年度　事業発案　　ＰＰＰ手法により民間から提案募集
　　平成２９年度　事業化検討　非公開の懇話会で意見交換会、提案者との対話
　　平成３０年度　事業者選定　パブコメ(市民の意見を聞く)、公募要綱公表
③意見交換会（クローズドで非公開）の概要
　　開催スケジュール(１月、３月、５月)、参加者(都計審会長や鉄道関係者等)
④土地利用構想イメージ
　　東　ビル建設で空間がなくなる、宿泊施設は必要か、西桑名駅･桑名駅の接続
　　西　仮換地指定の公園の廃止の大問題、商業施設・居住施設は必要か
２、桑名駅自由通路整備事業について報告
①桑名駅自由通路整備事業「イメージ図」について
②桑名駅自由通路整備事業費について
　　事業費の総額（９７．３憶円）は変わらず、国費が出ずに、市費で追加の２１．７億円（４５億円から６６．７憶円に）を賄う。　まさに詐欺です。
鉄道業者の負担は変わらず（ＪＲ桑名駅０．６憶円、近鉄桑名駅２．９億円）
人々の力で悪夢(核兵器)に終わりを　　　　　　　　　　　ｐノーベル平和賞を受賞した核兵器廃絶国際キャンペーン（ＩＣＡＮ）のベアトリス・フィン事務局長が１月１６日に東京都内で行った講演の要旨。　　　　ｐ日本に来て、日本人が大きな情熱をもって核兵器を廃絶したいという声を上げている事に感動しました。皆さん方の情熱がＩＣＡＮを勇気づけています。人類は、大量殺戮、大量破壊する兵器を廃絶したいと努力してきましたが、今でも核兵器によって生存が脅かされています。私達の世代で解決しなければなりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐまず政治的な意思を作り上げる事です。何百万人もの無辜(むこ)の市民を無差別に殺すための兵器だということを政治家に理解させ、力の象徴ではなく、恥の象徴だと認識させなければなりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ実際に現実を見てみると、核戦争の危険性はこれまで以上に増しています。アメリカは核兵器を使えるようにしようと思っています。北朝鮮も核兵器を発射させようと脅しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐしかし、私たちは良いニュースを持っています。私たちはいよいよ、核兵器を禁止するところに近づいてきているからです。昨年は１２２カ国が国連において「核兵器禁止条約」を採択しました。そして５０カ国が署名をし、実際に批准されることによって、発効することになります。国際的な条約によって非合法化された兵器は、政治的な地位をなくしていきます。各国それぞれの国会や市民社会の意見により、今後この核兵器を持つべきではないという声が高まってくるからです。これは、困難ですが、必ず達成できます。多くの人々が声をあげ、核兵器に反対し核兵器を廃絶しようという動きにすれば、政府を動かすことができます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本政府は他のどの政府よりも核兵器の悲惨さをより多く理解しているはずです。広島・長崎に起こったようなことが、他の都市でも繰り返されていいと日本政府は思っているのでしょうか。日本は核軍縮のリーダーになってもらいたい。そのためにも、禁止条約に参加しなければなりません。日本は民主主義国家なのですから、当然市民の願いに政府は応えなければなりません。皆さんこそが首相の“ボス”、上司にあたるのです。皆さんが声をあげ、団結し、連帯すれば政府は無視することができなくなります。もし現在のリーダーが我々の希望を聞かないのならば、別のリーダーを選ばなければいけません。　　　　　　　　　　　　ｐ核兵器をこれからも維持し、使おうという国を孤立させなければいけません。核兵器禁止を現実のものにするのは人間です。　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐこれまでの歴史の中で核兵器の使用に最も近いのは今です。核兵器を廃絶するという所に近づいているのも今です。ですから、我々は希望を持つ事ができます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　私たちは、待つことに嫌気がさしました。行動を選びましょう。科学者も含め、様々な人が、核兵器を廃絶することは難しいという事をくどくど話している事も、聞き飽きました。だから、自分たちの手でテーブルを作る事にしたのです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ核兵器が我々を破壊する前に、私たちが核兵器に終わりを告げなければなりません。我々は、人びとの力によって、これまで核兵器がもたらした悪夢に終わりを告げる事を信じています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安倍首相、ＩＣＡＮと面会拒否　ノルウェー首相との違い　　　　　　　　　ｐ事前に要請していたＩＣＡＮのベアトリス・フィン事務局長と安倍首相の面会は実現しませんでした。安倍首相が｢日程の都合上難しい｣と断ったためです。　　ｐノーベル平和賞授賞式が行われたノルウェーは米国主導の軍事同盟、北大西洋条約機構(ＮＡＴＯ)の加盟国で、ノルウェー政府は｢核兵器禁止条約｣に「署名しない」という立場です。ソルベルグ首相は昨年１２月の授賞式に出席しましたが、フィン氏らの演説で｢核兵器禁止条約｣の署名を求める部分には拍手をせず、地元メディアで批判の的になりました。それでも首相は、授賞式の翌日、フィン氏らと面会しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ受賞者との面会は慣例のようですが、今回の相手は｢核兵器禁止条約｣の推進者であり、ＮＡＴＯの国としては悩ましいところです。会えば「なぜ署名しないのか」と詰問されることは分かっていたはず。それにもかかわらず、首相は面会し、共同記者会見を開いて、立場の違いはあると言いつつも受賞に祝意を伝えました。　ｐ安倍首相の面会拒否は他の米国の同盟国と比べても異常です。「橋渡し役」どころか、完全に核保有国の立場に立った首相と非難されても仕方ないでしょう。
｢ヒバクシャ国際署名｣と｢９条改憲ＮＯ！３０００万署名｣にご協力を[image: image1.png]



日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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Ｎｏ．２９９　　　２０１８年　　１　月　２５　日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５














































































































